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労働者の安全と健康を取り巻く状況と
死亡災害ゼロ・アンダー210いが推進運動

令和８年７月23日



1. 労働基準監督署と労働安全衛生法について

2. 労働災害に伴う企業責任

3. 労働災害の概況

4. 死亡災害ゼロ・アンダー210いが推進運動

（重点業種 社会福祉施設）

（重点災害 行動災害）

（重点災害 高年齢労働者の労働災害）



労働基準監督署とは
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♦方面（監督課）
監督、申告処理、相談受付
司法警察事務、許可・認定事務など
♦安全衛生課
機械・設備の設置等に関する届出審
査、安全衛生指導など
♦労災課
労災補償事務、労働保険 の適用・徴
収など
♦業務課
庶務経理事務など

全国４７局   全国３２７署

三重県下に６署

●伊賀労働基準監督署は、

監督・安衛課と労災課の二課制

管轄地域は伊賀市及び名張市



労働安全衛生法の全体像
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工場法（明治44 年）

黄燐燐寸製造禁止法

（大正10年｝

工場法（改正）

（大正12年）

労働基準法

（昭和22年）
労働契約法（平成20年）

労働安全衛生法

（昭和47年）

作業環境測定法（昭和50年）

じん肺法（昭和35年）

政令・厚生労働省令

具体的な内容

日本国憲法（昭和22年）第二十七条第２項

賃金、就業時間、休息その他の勤労条件に関する基準は、法律でこれを定める。

●労働安全衛生法
労働安全衛生法施行令
労働安全衛生規則
＜労働安全関係＞
ボイラー則
クレーン等安全規則
ゴンドラ安全規則
＜労働衛生関係＞
有機溶剤中毒予防規則
特定化学物質障害予防規則
電離放射線障害防止規則
酸素欠乏症等防止規則
事務所衛生基準規則
粉じん障害防止規則
石綿障害予防規則ほか

●労働基準法
労働基準法施行規則
女性労働基準規則
年少者労働基準規則
ほか

●じん肺法
じん肺法施行規則

●作業環境測定法
 作業環境測定法施行令
作業環境測定法施行規則

労働安全衛生法の特徴
・目的 危害防止基準の確立、責任体制の明確化及び自主的活動の促進

  により労働者の安全と健康を確保等を目的とする
・義務主体 主に事業者 

・保護客体 労働者 （労働基準法第９条に規定する労働者）
・内容 最低基準としての措置を罰則をもって履行強制
・仕組み 労働基準監督官などによる立ち入り調査

  刑事訴訟法に規定される司法警察員による捜査、送検

講ずべき措置
・安全衛生管理体制の確立（第３章）
⇒ 委員会設置、衛生管理者…

・危険・健康障害防止措置（第４章）
⇒ RA実施、安全装置の具備、呼吸用保護具…

・労働者の就業に当たっての措置（第６章）
⇒ 安全衛生教育、資格の取得…

・健康の保持増進のための措置（第７章）
⇒ 健康診断、作業管理、作業環境測定…

委任
実施規定

労働災害防止計画（第２章）
労働災害の防止に関し基本となる目標、重点課題等を厚生労働大臣が定める５か年計画
⇒ 第14次労働災害防止計画（2023年 4 月～ 2028年 3 月までの 5 年間）

独立分離

判例法理から制定 一部移行



労働災害が起きたときの企業の責任について
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労働災害

刑事上の責任

労働安全衛生法違反

業務上過失致傷罪

民事上の責任

不法行為責任や安全配慮

義務違反による損害賠償

行政上の責任

 作業停止・使用停止等

の行政処分

社会的な責任

企業の信用低下

存在基盤の喪失

補償上の責任

労働基準法及び労働者災

害補償保険法による補償

・労災補償を超える遺失利益

・被災者・遺族の精神的苦痛

・入院雑費、付添費用

・指名停止

・経営事項審査

・労働基準関係法令違反

による企業名公表

・投資先としての評価低下

・従業員の士気低下

・帰属意識崩壊

・書類送検

・刑事罰

・休業補償

・労災手続



労働災害が起きてしまったときの対応
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労働災害

労働者死傷病報告を提出
電子申請が義務化 改正

再発防止
対策樹立

一次対応

被災者の救護

消防要請

二次災害の防止

特に重大な労災の場合は、
労働基準監督署にも一報

休業が発生する場合は

労働基準監督署に報告義務

➡ 労働者死傷病報告

労働基準監督署にその労働災害を報告しなかったり、

虚偽の報告を行ったりした場合にも、刑事責任が問わ

れることがあります。（死亡又は休業１日以上）

労働災害の原因を特定し、再発防止に役立てる

目的で、電子申請が義務化され、労働者死傷病

報告の報告事項についても改正されています。

e-Govの準備、操作方法は

「e-Govサポートデスク」

TEL:050-3786-2225



伊賀労働基準監督署管内の災害発生状況（伊賀市・名張市）
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伊賀労働基準監督署管内の災害発生状況（伊賀市・名張市）
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転倒

70人

27%

はさまれ・巻き込まれ

41人

16%動作の反動・無理な動作

40人

15%

激突

23人
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墜落・転落

20人

8%

交通事故

17人

6%

飛来・落下

15人

6%

切れ・こすれ

9人

3%

その他

26人

10%

事故の型別

死傷者数（R7）

労働者死傷病報告により作成（新型コロナウイルス感染症り患を除く）



災害発生状況（三重県） 三  重  労  働  局 令和７年 確定値
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労働者死傷病報告により作成（三重労働局）新型コロナ除く



死亡災害発生状況（全国） 令和７年 確定値

10出典：本省安全部安全課「令和７年 労働災害発生状況について」



死亡災害発生状況（全国） 令和７年 確定値

11出典：本省安全部安全課「令和７年 労働災害発生状況について」



行動災害防止について アンダー210伊賀
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行動災害について

⚫ 作業通路における段差や凹凸、突起物、継ぎ目、濡れた床面等の解消

⚫ 照度の確保、手すりや滑り止めの設置

⚫ 危険箇所の表示等の危険の「見える化」の実施

厚生労働省HP 「転倒予防・腰痛予防の取組」

令和６年伊賀労働基準監督署 転倒災害の状況

労働災害のうち
転倒

労働災害のうち
50歳以上

労働災害のうち
女性

約２８％

労働災害のうち
休業１か月以上

約６４％

約７７％ 約５７％厚生労働省HP 「職場のあんぜんサイト」

平面図での
職場マップ・危険マップ

中災防「高齢者介護施設における雇入れ時の安全衛生教育マニュアル」



社会福祉施設における安全衛生対策について
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安全衛生管理体制の確立

⚫ 労働者50人以上の場合 法令上の義務 ⇒ 産業医、衛生管理者の選任、衛生委員会の運営

⚫ 労働者10人以上 法令上の義務 ⇒ 衛生推進者の選任

⚫ 労働者数によらず 安全推進者の配置等に係るガイドライン ⇒ 安全推進者

安全推進者の職務本ガイドライン対象事業場でみられる災害の多くは、転倒災害、荷物の運搬による腰痛、
階段からの墜落・転落や交通労働災害など、日常生活でも起こりうるものであり、その防止のためには
「職場環境や作業方法の改善」や「安全衛生教育の実施」などの必要性を、事業者と労働者がともに強く
認識する必要があります。そのため安全推進者は、事業の実施を総括管理する者を補佐して、以下の職務
を行うものと定められています。

(ア) 職場環境及び、作業方法の改善に関すること

職場内の整理整頓(4S)の推進、床の凸凹面の解消等職場内の危険個所の改善、刃物や台車等道具の安全
な使用に関するマニュアルの整備等

(イ) 労働者の安全意識の啓発及び安全教育に関すること

朝礼等の場所を活用した労働災害防止に係る意義の周知・啓発、荷物の運搬等の作業に係る安全な作業
手順についての教育・研修の実施等

(ウ) 関係行政機関に対する安全に係る各種報告、届出等に関すること

労働災害を発生させた場合における労働者死傷病報告の作成、及び労働基準監督署長への提出等また、
事業者は、こうした安全推進者の活動を実効あるものとするため、安全推進者に対して必要な権限を与え、
知識の付与や能力向上に配意する必要があります。

https://anzeninfo.mhlw.go.jp/yougo/yougo99_1.html



行動災害防止について アンダー210伊賀 腰痛対策
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行動災害について

⚫ 安全衛生推進者の配置

「介護者の腰痛予防のための
安全衛生活動チェックポイント」で検索



行動災害防止について アンダー210伊賀 腰痛対策

15

行動災害について 「腰痛予防対策」厚労省HP



災害発生状況（三重県） 三  重  労  働  局 令和７年 確定値

16

135 128 121 123 120 123 127 155 124 125 

57 68 70 76 52 45 64 
58 

45 42 

86 114 100 109 142 
106 

147 142 
154 162 

47 
70 85 

82 88 
106 

117 121 
136 131 

57 

60 63 
64 57 

55 

46 
72 

63 79 
164 

155 159 159 
199 

172 

187 

198 210 196 
546

595 598 613
658

607

688

746 732 735

26.4%
27.5%

26.8% 27.3%

31.0%

27.6%

29.7%

31.9% 31.2% 31.3%

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

その他

接客娯楽業

保健衛生業
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者数

災害全数に占め
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高年齢労働者の割合

57.2%
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労働者死傷病報告により作成（三重労働局）新型コロナ除く



（参考資料）「年齢階級別雇用者数の推移」と「日本の人口推計」
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引用 労働政策研究・研修機構 「早わかり グラフで見る長期労働統計」 引用 総務省 「人口推計」



高年齢者をめぐる労働災害の現状
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行動災害及び高年齢者の災害防止について アンダー210伊賀
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高年齢労働者の災害について

（高年齢者の労働災害防止のための措置）

第六十二条の二 事業者は、高年齢者の労働災害の防止を図るため、高年齢者の特
性に配慮した作業環境の改善、作業の管理その他の必要な措置を講ずるように努め
なければならない。

２ 厚生労働大臣は、前項の事業者が講ずべき措置に関して、その適切かつ有効な
実施を図るため必要な指針を公表するものとする。

３ 厚生労働大臣は、前項の指針に従い、事業者又はその団体に対し、必要な指導、
援助等を行うことができる。

令和８年２月 10 日公示「 高年齢者の労働災害防止のための指針」

新設 令和８年４月１日

厚生労働省HP 「「高年齢者の労働災害防止のための指針」について （公示）」



行動災害及び高年齢者の災害防止について アンダー210伊賀
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高年齢労働者の災害について

厚生労働省HP

「エイジフレンドリー補助金」

中災防「エイジアクション１００」1. 安全衛生管理体制の確立

2. 職場環境の改善
① ハード面 身体機能の低下を補う設備・装置の導入

照度の確保、防滑靴の利用、パワーアシストスーツ、危険個所に標識で注意喚起、手すりの設置

② ソフト面 高年齢労働者の特性を考慮した作業管理
勤務形態や勤務時間、作業内容の見直し、ゆとりある作業スピード、暑熱環境への対応（意識的な水分補給）

3. 高年齢労働者の健康や体力の状況の把握
雇入れ時、定期健康診断の確実な実施、体力状況の把握、個人情報の取り扱い

4. 高年齢労働者の健康や体力の状況に応じた対応
個々の高年齢労働者の健康や体力の状況に踏まえた措置（労働時間の短縮、深夜業の回数）
高年齢労働者の状況に応じた業務の提供（適合する業務のマッチング、治療と仕事の両立）
心身両面にわたる健康保持増進措置（身体機能維持の支援、メンタルヘルスケア）

5. 安全衛生教育
高年齢労働者に対する教育（作業内容とリスクを写真や図、映像を活用して教育）
監理監督者に対する教育（高年齢労働者に特有の特徴と対策）

経営トップ
方針表明

担当者・組織の指定
（体制明確化）

労働者の意見を聴く機会や
労使で話し合う機会

危険源の特定などのリスクアセスメントと対策の検討
災害事例やヒアリハット、エイジアクション１００を活用

中災防
「転びの予防」
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業務災害に係る精神障害の労災補償請求、決定及び支給決定件数の推移

21
資料出所 令和６年度「過労死等の労災補償状況」より



22

メンタルヘルス対策について～労働者の心の健康の保持増進のための指針～

22

メンタルヘルスケアの基本的考え方
事業者は、自らがストレスチェック制度を含めた事業場におけるメンタルヘルスケアを積極的に

推進することを表明するとともに、衛生委員会等において十分調査審議を行い、｢心の健康づくり計
画｣ やストレスチェック制度の実施方法等に関する規程を策定する必要があります。
また、その実施に当たってはストレスチェック制度の活用や職場環境等の改善を通じて、メンタル

ヘルス不調を未然に防止する「一次予防」、メンタルヘルス不調を早期に発見し、適切な措置を行う
「二次予防」及びメンタルヘルス不調となった労働者の職場復帰を支援等を行う「三次予防」が円滑に
行われるようにする必要がある。これらの取組みにおいては教育研修・情報提供を行い、「4 つのケ
ア」を効果的に推進し、職場環境等の改善、メンタルヘルス不調への対応、休業者の職場復帰のため
の支援等が円滑に行われるようにする必要があります。
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メンタルヘルス対策について

23

年間安全衛生管理計画実施結果報告書

ラインケア
管理監督者の役割は特に重要

⇒ 早期に気づく
病気の判断は不可
産業医につなぐ
自らが産業医に相談

⇓
仕組みを事業場の中に作ってお
くことが望まれる。

部下からの相談への対応

⇒ 事業者が管理監督者に部下の話を聴く技術を習得する機会を与えることが重要
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メンタルヘルス対策について

24

メンタルヘルスポータルサイト
「こころの耳」

改正50人未満の事業場についても義務化
（令和10年４月１日より施行） 労働者が１人でも対象
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